
令和７年度(令和６年分) 市民税・県民税申告の手引き 
 
１ 申告が必要な人 

令和7年1月1日現在、市内に住所を有し、次のいずれかに該当する人（ただし、所得税の確定申告をした人を除く） 

・ 営業、農業、不動産、雑所得（個人年金など）、一時所得などの所得があった人 

・ 公的年金、年末調整済給与以外に収入があった人 

・ 社会保険料、扶養、医療費などの控除を追加する人 

・ 収入がなく、親族の扶養に入っていない人 

・ 収入がなく、所得課税証明書等のコンビニ交付を受けようとする人 

 

２ 申告方法 

   ご自身で申告書を作成できる人は、(１)による申告をお願いします。 

(１) 郵送又は専用ポストへの投函 

    3月17日（月）までに以下に提出 

   〇郵送提出先 〒743-8501光市役所政策企画部税務課市民税係 

   〇専用ポスト（市民税係窓口に設置）に投函（平日8時30分～17時） 

(２) 申告会場での申告 

    1日の申告受付人数の上限は100人です。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 申告に必要なもの 

   申告会場での申告の人は、収支内訳書、医療費控除などの明細書は事前に記入のうえ、ご来場ください。 

(１) マイナンバーカードまたは通知カード＋本人確認書類（運転免許証など）  

※ 代理人申告の場合、次のどちらか 

・ 本人のマイナンバーカードまたは通知カード＋代理人の本人確認書類 

・ 代理権の確認ができるもの（委任状等）＋本人のマイナンバー確認ができるもの＋代理人の本人確認書類 

(２) 収入、支出のわかるもの（給与や公的年金などの源泉徴収票、その他支払明細書、収支内訳書など） 

（３）各種控除に必要なもの（生命保険、地震保険、社会保険料等の控除証明書、寄附証明書、医療費控除の明細書など） 

（４）郵送又は専用ポストで申告する場合、(１)～（３）の写し＋市民税・県民税申告書 

 

４ 税額の計算方法 

 

 

 

 

※ 市民税・県民税をそれぞれ計算し、合算前に100円未満の端数を切り捨てます。 

※ 分離課税の所得がある場合は、計算方法が異なります。 

  

 

 

５ 所得、控除の種類 

◎ １ 収入金額等・２ 所得金額 

事業（営業等） （１－ア、２－①、裏面７）・・・

申告書記載欄（以下同様） 

 小売業、飲食業、サービス業、医師、弁護士、外

交員、大工、漁業などの事業から生じる所得。 

所得金額＝収入金額-必要経費 

給与 （１－カ、２－⑥、裏面６、裏面１６） 

 俸給、給料、賃金、賞与などの所得。 

◎所得金額調整控除 

（1）または（2）に該当する場合、計算した金額を給与所得から差し引きます。 

（1）給与等の収入が850万円を超え、次のいずれかに該当する場合 

①本人が特別障害者に該当する ②23歳未満の扶養親族を有する 

③特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する 

 

（2）給与所得及び公的年金に係る所得の合計額が10万円を超える場合 

 

 

 給与収入(A) 給与所得 

   ～ 550,999円 0円 

551,000円 ～ 1,618,999円 (A)     －  550,000円 

1,619,000円 ～ 1,619,999円 1,069,000円 

1,620,000円 ～ 1,621,999円 1,070,000円 

1,622,000円 ～ 1,623,999円 1,072,000円 

1,624,000円 ～ 1,627,999円 1,074,000円 

1,628,000円 ～ 1,799,999円 (A)÷4＝(B) 

（千円未満切

捨て） 

(B)×2.4＋ 100,000円 

1,800,000円 ～ 3,599,999円 (B)×2.8－  80,000円 

3,600,000円 ～ 6,599,999円 (B)×3.2－ 440,000円 

6,600,000円 ～ 8,499,999円 (A)×0.9－1,100,000円 

8,500,000円 ～  (A)   －1,950,000円 

事業（農業） （１－イ、２－②、裏面７） 

 農作物の生産などから生じる所得。 

所得金額＝収入金額-必要経費 

不動産 （１－ウ、２－③、裏面７） 

 貸家、貸事務所、地代等の賃貸料、不動産貸付

の権利金・礼金などの所得。 

所得金額＝収入金額-必要経費 

利子 （１－エ、２－④） 

 公社債や預貯金の利子などの所得。申告が必要

なのは国外で支払われる預金等の利子。 

所得金額＝収入金額 

配当 （１－オ、２－⑤、裏面８） 

 株式又は出資の配当、協同組合等の剰余金の分

配などの所得。上場株式などの配当で住民税を源

泉徴収済のものは原則申告不要。 

所得金額＝収入金額-負債の利子 

雑 公的年金等 （１－キ、２－⑦） 

 恩給、国民年金、厚生年金、共済年金などの所得。 

公的年金等の収入金額の合計額(A) 
所得金額（収入×割合－控除額※） 

65歳未満の方（S35.1.2以降生まれ） 65歳以上の方（S35.1.1以前生まれ） 

 ～ 1,299,999円 (A)      －  600,000円 
(A)      －1,100,000円 

1,300,000円 ～ 3,299,999円 (A)×0.75－  275,000円 

3,300,000円 ～ 4,099,999円 (A)×0.75－  275,000円 

4,100,000円 ～ 7,699,999円 (A)×0.85－  685,000円 

7,700,000円 ～ 9,999,999円 (A)×0.95－1,455,000円 

10,000,000円 ～  (A)      －1,955,000円 

※他の所得が1,000万円超2,000万円未満の場合は10万円、2,000万円超の場合は20万円を控除額から引き下げます。 

雑 業務・その他 （１－ク、１－ケ、２－⑧、２－⑨、裏面９） 

 シルバー人材センターの配分金、生命保険の年金（個人年金）など他の所得に当てはまらない所得。所得金額＝収入金額-必要経費 

総合譲渡（短期・長期） （１－コ、１－サ、２－⑪、裏面１０） 

 土地建物以外の資産（車両、機械、特許権、営業権など）の譲渡による所得（保有期間が5年未満⇒短期。5年以上⇒長期）。 

所得金額（長期）＝（収入金額-必要経費-特別控除額）×1/2  ※特別控除額は、「収入金額－必要経費」又は50万円の小さい金額を 

所得金額（短期）＝（収入金額-必要経費-特別控除額）     適用。短期、長期の順に適用されます。 

一時 （１－シ、２－⑪、裏面１０） 

 生命保険の満期返戻金、賞金、懸賞当選金、競馬・競輪等の払戻金などの一時的な所得。 

所得金額＝（収入金額-必要経費-特別控除額）×1/2  ※特別控除額は、「収入金額－必要経費」又は50万円の小さい金額を適用。 

会場 日程 時間 

市役所1階市民税係（5番窓口） 
2月3日（月）～3月17日（月） 

（①～⑥の会場開催日、土・日曜日、祝日を除く） 
8時45分～17時 

①地域づくり支援センター 2月18日（火） 9時30分～15時30分 

②周防コミュニティセンター 2月19日（水） 9時30分～15時30分 

③浅江コミュニティセンター 2月20日（木） 9時30分～15時30分 

④牛島コミュニティセンター 2月21日（金） 10時45分～15時30分 

⑤大和コミュニティセンター 2月26日（水）～2月28日（金） 9時30分～15時30分 

⑥室積コミュニティセンター 3月05日（水）～3月06日（木） 9時30分～15時30分 

区分 均等割 所得割 

市民税 3,000円 6％ 

県民税 1,500円 4％ 

森林環境税（国税） 1,000円 
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非課税限度額 

障害者・未成年者・ひとり親・寡婦＝「合計所得金額」135万円以下 

＜均等割・森林環境税＞「合計所得金額」28万円×（本人、同一生計配偶者、扶養親族の合計数）＋26.8万円以下 ※本人のみの場合、38万円以下 

＜所得割＞「総所得金額等」35万円×（本人、同一生計配偶者、扶養親族の合計数）＋42万円以下  ※本人のみの場合、45万円以下 

控除額＝（給与等収入金額（1,000万円を限度）－850万円）×10％ 

控除額＝（給与所得金額（10万円を限度） 

    ＋公的年金等所得金額（10万円を限度））－10万円   



 
 

◎ ３ 所得から差し引かれる金額に関する事項・４ 所得から差し引かれる金額 

社会保険料控除 （３－⑬、４－⑬） 

 あなたや生計を一にする配偶者その他の親族が負担することになっている次の社会保険料で、あなたが支払ったり、あなたの給与な

どから差し引かれたりした保険料等がある場合の控除。 

保険料など：健康保険料、国民健康保険税(料)、後期高齢者医療保険料、介護保険料、国民年金保険料、厚生年金保険料 など 

【控除額】支払保険税（料）の全額 ※年金天引き分の保険税（料）は、天引きされた人、口座振替分は口座名義人の控除対象。 

小規模企業共済等掛金控除 （４－⑭） 

 あなたが次の小規模企業共済掛金（旧第２種共済掛金を除く）、心身障害者扶養共済掛金などを支払った場合の控除。 

【控除額】支払掛金の合計額 

生命保険料控除 （３－⑮、４－⑮） 

 新(旧)生命保険や介護医療保険、新(旧)個人年金保険で、あなたが支払った保険料がある場合の控除。 

【控除額（合計限度額70,000円）】一般生命保険料、介護医療保険料及び個人年金保険料それぞれについて算出した控除額の合計 

新契約（H24.1.1以前の契約） 旧契約（H23.12.31以前の契約） 

支払保険料(A) 控除額 支払保険料(A) 控除額 

 ～ 12,000円 (A)  ～ 15,000円 (A) 

12,001円 ～ 32,000円 (A)÷2+ 6,000円 15,001円 ～ 40,000円 (A)÷2+ 7,500円 

32,001円 ～ 56,000円 (A)÷4+14,000円 40,001円 ～ 70,000円 (A)÷4+17,500円 

56,001円 ～  28,000円 70,001円 ～  35,000円 

※介護医療保険料は新契約の表で計算してください。 

※新旧両方の契約がある場合、新契約と旧契約で算定した金額の合計額（上限28,000円）と旧契約で算定した金額の合計額（上限35,000

円）のいずれか多い金額が控除額となります。 

地震保険料控除 （３－⑯、４－⑯） 

 損害保険契約等について、あなたが支払った地震等損害部分の保険料（いわゆる契約者配当金を除く。）がある場合の控除。 

【控除額（合計限度額25,000円）】地震保険料と旧長期損害保険料についてそれぞれ下表で求めた控除額の合計 

地震保険料 旧長期損害保険料 

支払保険料(A) 控除額 支払保険料(A) 控除額 

 ～ 50,000円 (A)÷2 
 ～ 5,000円 (A) 

5,001円 ～ 15,000円 (A)÷2+ 2,500円 

50,001円 ～  25,000円 15,001円 ～  10,000円 

※同一契約で地震保険料と旧長期損害保険料の両方がある場合は、いずれか一方の選択となります。 

寡婦控除・ひとり親控除 （３－⑰、３－⑱、４－⑰、４－⑱） 

 あなたが寡婦又はひとり親である場合の控除。 

【控除額】30万円（ひとり親控除）、26万円（寡婦控除） 

ひとり親 寡婦（ひとり親に該当する人は除く） 

現に婚姻をしていない人、または配偶者の生死の明らかで

ない人で、次の要件をすべて満たす人 

①総所得金額等が48万円以下の生計を一にする子を有する 

②合計所得金額が500万円以下 

次の要件のうち、①と②、または、①と③に該当する人 

①夫と死別または離婚後、再婚していない 

②死別の場合：合計所得金額が500万円以下 

③離婚の場合：合計所得金額が500万円以下で、扶養親族を有する 

※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある人は対象外となります。 

勤労学生控除 （３－⑲、４－⑲） 

特定の学校の学生、生徒で合計所得金額が75万円以下であり、かつ、給与所得以外の所得が10万円以下である場合の控除。 

【控除額】26万円 

障害者控除 （３－⑳、４－⑳） 

あなたや同一生計配偶者、扶養親族が障害者や特別障害者である場合の控除。 ※手帳を保有し、提示のこと。 

区分 
控除額 

本人又は別居の親族が障害者 同居の親族が障害者 
障害者（特別障害者以外の障害者） 260,000円 

特別障害者（身障手帳1～2級、療育手帳A、原爆被

爆者健康手帳、精神障害者保健福祉手帳1級） 
300,000円 （同居特別障害者）530,000円 

 

配偶者（特別）控除 （３－ 、３－ 、４－ 、４－ ） 

 あなたに生計を一にする配偶者（他の人の扶養親族や事業専従者等を除く）がいる場合に受けられる控除。 

控
除
の 

種
類 配偶者の合計所得金額 

あなたの合計所得金額 

900万円以下 
900万円超 

950万円以下 

950万円超 

1,000万円以下 
1,000万円超 

配
偶
者

控
除 

48万円以下 33万円 22万円 11万円 

0円(適用なし) 

 
老人控除対象配偶者 

※S30.1.1以前生まれの人（70歳以上） 
38万円 26万円 13万円 

配
偶
者
特
別
控
除 

48万円超 100万円以下 33万円 22万円 11万円 

100万円超 105万円以下 31万円 21万円 11万円 

105万円超 110万円以下 26万円 18万円 9万円 

110万円超 115万円以下 21万円 14万円 7万円 

115万円超 120万円以下 16万円 11万円 6万円 

120万円超 125万円以下 11万円 8万円 4万円 

125万円超 130万円以下 6万円 4万円 2万円 

130万円超 133万円以下 3万円 2万円 1万円 

133万円超  0円(適用なし) 0円(適用なし) 0円(適用なし) 
 

扶養控除 （３－ 、４－ 、裏面１２） 

 あなたに合計所得48万円以下の扶養親族（他の人の扶養親族や事業専従者等を除く）がいる場合の控除。 

控除の種類 控除額 

①一般扶養親族（H21.1.1以前生まれの人） 330,000円 

②特定扶養親族（①のうち、H14.1.2～H18.1.1生まれの人） 450,000円 

③老人扶養親族（S30.1.1以前生まれの人） 380,000円 

④同居老親等（③のうち、直系尊属又は配偶者の直系尊属で同居している人） 450,000円 
 

基礎控除 （４－ ） 

 あなたの合計所得金額が2,500万円以下の場合に適用される控除。 

合計所得金額 2,400万円以下 2,400万円超～2,450万円以下 2,450万円超～2,500万円以下 2,500万円超 

控除額 430,000円 290,000円 150,000円 0円（適用なし） 
 

雑損控除 （３－ 、４－ ） 

 あなたや配偶者その他親族で生計を一にする人が災害、盗難、横領等により住宅や家財などに損害を受けた場合の控除。 

【控除額】①、②のいずれか多い金額を適用 ※(A) ＝損失額－保険金等で補てんされる金額 

 ①(A)－所得の合計額×10％ 

②(A)のうち災害関連支出の金額－5万円 

医療費控除 （３－ 、４－ ） 

 以下①、②のいずれかを選択して適用。 

①医療費控除：あなたや生計を一にする配偶者その他の親族のために医療費を支払った場合の控除 

【控除額（限度額200万円）】支払った医療費－保険金等で補てんされる額－（10万円又は総所得金額等の5％のいずれか少ない金額） 

②セルフメディケーション税制：あなたや生計を一にする配偶者その他の親族のために特定一般用医薬品を購入した場合の控除 

【控除額（限度額88,000円）】支払った特定一般用医薬品の購入費－12,000円 

 

◎ 税額控除 

税額控除（税額から差し引かれる金額）等 

調整控除、配当控除、住宅借入金等特別税額控除、寄附金税額控除、外国税額控除、配当割額・株式等譲渡所得割額控除 

 
※記載の内容は、税制改正により変更になる場合があります。 

問合せ先 

〒743-8501 光市中央六丁目１番１ 光市役所税務課市民税係 

TEL 0833-72-1439  FAX 0833-72-3593 

※夫婦が互いに

配偶者特別控

除を適用する

ことはできま

せん。 

※H21.1.2 以降生まれ

（16 歳未満）の人

は、扶養控除の適用

はありません、 


